
（参考）温室効果ガス排出量等の現状と今後の道筋

神奈川県 環境農政局 脱炭素戦略本部室
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■神奈川県地球温暖化対策計画の基本方針と各種目標

内 容目 標

2050年脱炭素社会（カーボンニュートラル）の実現⾧期目標

2030年度の県内の温室効果ガス※排出量を
2013年度比で50%削減中期目標

2030年度までに200万ｋＷ以上導入太陽光発電
導入目標

本県の地球温暖化対策計画では、未来のいのちを守るため、脱炭素社会の実現
に向けて多様な主体が気候変動問題を自分事化し、オールジャパン、オール神
奈川で緩和策と適応策に取り組むことを基本方針としています。

※二酸化炭素以外に、メタン（CH4）、一酸化二窒素（N2O）、ハイドロフルオロカーボン類（HFCs）、 パーフルオロカーボン類（PFCs）、六ふっ化硫黄（SF6）、三ふっ化窒素（NF3）を含みます。
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■県内の温室効果ガス排出量の状況＜2022年度※＞

2013年度と比較して、温室効果ガスの排出量は着実に減少してきているもの
の、脱炭素社会の実現に向けて、取組を加速させる必要があります。

温室効果ガス排出量の推移 ＣＯ２排出量の内訳(2022年度)

※国が公表している都道府県別エネルギー消費統計等を参考に県内の温室効果ガス排出量を推計しているため、2022年度（速報値）が最新の推計となります。
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■本県のこれまでの主な部門ごとの取組

■事業活動温暖化対策計画書制度の運用
■中小規模事業者に対する相談体制の整備
■中小企業に対する省エネルギー設備の導入等支援
■大企業と県内中小企業等の連携による研究開発の取組支援
■自家消費型太陽光発電や蓄電池の導入に対する支援 等

■電気自動車（ＥＶ ）・燃料電池自動車（ＦＣＶ）の導入支援
■ＥＶ充電設備の設置支援、水素ステーションの整備支援 等

■ＺＥＨ※の普及
■既存住宅の省エネルギー改修の支援
■事業者や地域と連携した環境配慮行動に対する取組の推進
■太陽光発電や蓄電池の導入支援（住宅用０円ソーラー・共同購入） 等

※「省エネ」と「創エネ」により年間の一次エネルギー消費量の収支をゼロにすることを目指した建築物のこと
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■太陽光発電の導入量（累計） ＜2023年度＞
都市化が進んでいる本県において導入ポテンシャルの最も大きい太陽光発電の

取組を進めており、2023年度の導入量（累計）は、116.3万kWと、震災前の
2010（平成22）年度の13.1万kWと比べると、約９倍に増加しています。

6※１ 括弧内の数字は新規導入量
※２ 国内における太陽光発電の導入量は2016 年度まで増加してきましたが、2017 年度は国が未稼働案件の認定失効を行ったため減少しました。

また、固定価格買取制度の見直しなどの影響により新規導入量も減少しています。
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■人口の動向
温室効果ガスは人間の活動に伴って排出され、「人口」 、「経済活動」、「エ

ネルギー効率」などが排出量増減に影響を与えています。
国の総人口は、 2011年以降減少していますが、県の総人口は、2021年10月

に前年同月と比べて減少に転じるまで、増加していました。

※神奈川県人口統計調査結果、（総務省)人口統計HPを基に作成
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■電力のＣＯ２排出係数の推移
電力消費による温室効果ガス排出量は、「電力のＣＯ２排出係数（次頁参照）」

を用いて計算されます。発電事業者がＣＯ２排出の少ない発電を行うことでその
係数は改善します。

本県に適用される排出係数の改善率は、約14％ であり、国に適用される排出係
数の改善率（約23％）に比べて、改善が遅れています。

※県温室効果ガス排出量推計結果報告書、 ※(環境省) 2023 年度の温室効果ガス排出量及び吸収量（詳細)を元に作成
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 電力会社が、電力を発電・供給する際に排出したCO2を示す指標です。
 火力発電の割合が高いほど値が高くなります（再生可能エネルギーが増えれば低

下します）。

改善率2022年度排出係数
(kg-CO2/kWh)

2013年度排出係数
(kg-CO2/kWh)

１４％0.4570.531県適用係数

２３％0.4370.570国適用係数

【計算式】電力使用量（kWh）×排出係数＝ＣＯ２排出量（kg）
【目標値】０．２５０kg-CO2/kWh（2013年度比56％改善相当）

(参考) 電力のＣＯ２排出係数とは

【イメージ】【イメージ】

※写真：資源エネルギー庁ウェブサイトより抜粋
（https://www.enecho.meti.go.jp/about/special/tokushu/saiene/saienecost.html、https://www.enecho.meti.go.jp/category/electricity_and_gas/nuclear/001/pamph/manga_denki/html/004/）



排出量全体に占める森林等の吸収量の割合は、国の約５％に対し、都市化が進
み森林面積の小さい本県は約0.3%となっています。

森林等の吸収量を除き、温室効果ガス排出量のみで比較した場合、本県の排出
量の削減率は、国とほぼ同程度です。

※県温室効果ガス排出量推計結果報告書、 (環境省) 2023 年度の温室効果ガス排出量及び吸収量（詳細）を基に作成
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■データセンター・半導体工場の新増設等

13

 データセンターや半導体工場の新設などＡＩ需要の増加により、電力需要の急増
が今後見込まれるため、それに伴う温室効果ガス排出量の増加が懸念されます。

※経済産業省「令和６年度 エネルギーに関する年次報告（エネルギー白書2025）より抜粋
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■主な減少要素（年次一覧）

15

国際的な動き県（◆法令・計画 〇取組）国・民間（◆法令・計画 〇取組）年 度
◆IPCC 第６
次評価報告書統
合報告書採択

◆脱炭素戦略本部室設置
◆地球温暖化対策計画改定
◆県有施設太陽光発電導入ロードマップ策定
〇事業者向け自家消費型再エネ補助の拡充
〇次世代型太陽電池に関する連携協定締結 等

◆ＧＸ推進法施行
〇京浜臨海部カーボンニュートラル化の取組

（大規模排出事業者の設備休止）
〇ＧＸ経済移行債の発行開始 等

2023

〇事業者向け太陽光発電共同購入事業開始
〇中小企業脱炭素支援パッケージ開始 等

◆ＧＸ2040ビジョン策定
◆第７次エネルギー基本計画策定
◆地球温暖化対策計画改定、次期ＮＤＣ決定・提出
◆水素社会推進法施行
◆建築物省エネ法改正
〇鉄道の再エネ利用の加速化
〇建築物省エネ基準の引上げ等
〇次世代型太陽電池戦略策定 等

2024

◆米国がパリ協
定離脱

〇事業活動温暖化対策計画書に評価制度導入
〇住宅向け太陽光発電・蓄電池導入費補助の開始
〇太陽光発電に関する補助単価の引上げ
〇次世代型太陽電池見える化実証事業
○次世代型タンデム太陽電池に関する連携協定締結
〇商用ＦＣＶ重点地域選定 等

〇住宅トップランナー制度の見直し（太陽光）
〇屋根設置太陽光発電の初期投資支援スキーム開始
〇商用ＦＣＶ重点地域制度開始 等

2025

〇事業活動温暖化対策計画書の評価開始
〇次世代型太陽光発電の県有施設に先行設置（案）
〇太陽光発電・蓄電池導入費補助の拡充（案）
〇ＺＥＨ導入への補助拡充（案） 等

〇特定事業者に太陽光パネル設置目標義務化
〇排出量取引制度本格導入 等

2026

◆地球温暖化対策計画中間見直し 等2027
〇化石燃料賦課金制度導入 等2028

〇民間の自主的な取組 〇建築物の脱炭素化
〇事業者取組の後押し 〇次世代技術の活用に向けた取組

連動
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民間の自主的な取組
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■京浜臨海部のカーボンニュートラル化に向けた取組

17

 2023年度に京浜臨海部の大規模事業者の設備休止に伴い、温室効果ガス排出量約
700万t-CO2の削減が見込まれます。

 跡地利用として水素等供給拠点を整備するなど、エリア全体のカーボンニュート
ラル化実現を目指す方針が掲げられています。

※川崎市「JFEスチール株式会社東日本製鉄所京浜地区の高炉等休止に伴う土地利用方針」を基に県で加工



■鉄道の再エネ利用の加速化

18

 複数の鉄道会社で、再生可能エネルギー100％電力での運行が始まっています。
＜2022年～ １社 2024年～ ２社＞

 また、車両の省エネ化や電車にブレーキをかけた際に生じた電力の有効活用など
により、エネルギー使用量の削減に取り組んでいます。

※国土交通省「鉄道分野のカーボンニュートラルの目指すべき姿（概要）」より抜粋※環境省「再エネでGO！再生可能エネルギー100％で運行する東急電鉄の取組みを紹介します。」より抜粋



■電力部門の脱炭素化に向けた取組

19

 電力事業者は、脱炭素化に向けて、再生可能エネルギーの主力電源化に取り組ん
でいます。

 また、火力発電についても、水素・アンモニア混焼やＣＯ２の貯留・利用により
脱炭素化を進めています。

※資源エネルギー庁「知っておきたいエネルギーの基礎用語 ～CO2を集めて埋めて役立てる｢CCUS｣」
より抜粋

※資源エネルギー庁「安定供給の現状と課題と火力の脱炭素化の在り方について（2024年７月）」
より抜粋
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建築物の脱炭素化



■太陽光導入の取組拡充(県の取組)

21

 企業や県民の皆様における太陽光の導入を後押しするため、県では、様々な支援の
取組を実施・拡充しています。

住宅向け取組事業所向け取組

・

 「自家消費型再生可能エネルギー補助」
の予算を大幅拡充

 事業所向けとしては全国初の「太陽光発
電共同購入」を実施

 補助単価や補助上限の引上げ 等

 太陽光発電初期費用ゼロ促進事業費補助
（０円ソーラー）の予算を大幅拡充

 太陽光・蓄電池の設置補助を新たに創設
 補助単価の引き上げ 等

＜2023年度～＞

＜2024年度～＞

＜2025年度～＞

＜2023年度～＞

＜2025年度～＞



省エネ基準の引き上げ等

■建築物省エネ法の改正（国の取組）

22

住宅トップランナー制度（太陽光）

 2024年4月から大規模非住宅の省エネ基準が引き上げられ、 2025年4月からは
原則全ての新築住宅・非住宅に省エネ基準適合が義務付けられています。

 また、2025年４月から大手ハウスメーカーなど住宅トップランナー事業者に、
太陽光発電設置目標を新たに設定する制度が始まりました。

＜2024年４月～＞大規模非住宅

＜2025年４月～＞全ての新築住宅・非住宅

※国土交通省チラシ「大規模な非住宅建築物の省エネ基準が変わります」より抜粋

※国土交通省チラシ「全ての新築住宅・非住宅に省エネ基準適合が義務付けられます」より抜粋

※１トップランナー以外の事業者の設置率はアンケート調査による推計値。
全体の設置率は、トップランナー事業者の実績値とトップランナー
以外の事業者の推計値により算出。

※２トップランナー事業者の設置率は、2022年度に供給された住宅に
係る報告内容を2024年度にとりまとめた実績値。

※国土交通省「住宅トップランナー基準の見直しについて」より抜粋

＜2025年４月～＞
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事業者取組の後押し



■中小企業支援パッケージ(県の取組)

24

 2024年度から、中手企業の取組状況を３つのステップに区分し、ステップに
応じた支援を実施しています。

は、大企業も対象※本資料中、予算の記載がある事業は、令和８年度当初予算（案）が、県議会で議決された場合にのみ事業化されます。



■大規模事業者の取組の評価開始(県の取組)

25

 事業活動温暖化対策計画書制度では、県内で一定規模以上の事業活動を行う大規模
事業者に対して、事業活動に伴う温室効果ガスの削減目標や、削減対策などを記載
した計画書等の提出を義務付けています。

【対象となる大規模事業者】
県内の工場や事務所における年間エネルギー使用量（原油換算）が 1,500 kL 以上
県内に使用の本拠地を有する対象自動車が 100 台以上（軽自動車除く）

 各事業者の取組を県が客観的に評価して、その評価や対策を「見える化」する
「評価制度」を2025年度に導入、2026年度から評価・公表を行います。

＜2025年度評価制度導入＞
＜2026年度評価開始～＞



■成⾧志向型カーボンプライシング※（国の取組）

26

 国が、「GX経済移行債＊」を活用して企業の先行投資を支援します。
 また、2026年度からは企業間でCO2排出枠を売買する「排出量取引制度」を本格

稼働し、2028年度からは化石燃料の輸入事業者などに、輸入する化石燃料の使用
に伴うCO2排出量に応じて輸入時に賦課する「化石燃料賦課金」が導入されます。

※経済産業省ＨＰ「排出量取引制度」、「脱炭素と経済成長を同時に実現！「ＧＸ政策」の今」を基に県で加工

成⾧志向型カーボンプライシングのイメージ

排出量取引制度

＊「脱炭素成⾧型経済構造への円滑な移行の推進に関する法律（ＧＸ推進法）」（2023年成立）に基づき国が発行する債券（今後10年間で20兆円規模）。エネルギー・原材料の脱炭素化と収益性向上等に資する革新的な技術開発・設備投資等を支援。

※企業などの排出するＣＯ２（炭素）に価格をつけ、排出者の行動を変容させる政策手法のことをいいます。
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次世代技術の活用に向けた取組



■次世代型太陽電池の早期普及に向けた取組（県の取組）

28

 「かながわ発」の次世代型太陽電池は、「薄くて、軽くて、曲げられる」といった
特⾧から、これまでの技術では設置が難しかったビルの壁面等の場所にも設置でき、
今後、飛躍的な普及が期待されています。

 国では、官民協議会を立ち上げ、2024年度には「次世代型太陽電池戦略」を策定す
るなど取組を加速化しており、県でも、関連企業と協定に基づく普及啓発や実証支
援などの取組を進め、2026年度には県有施設に先行的に設置します。

路線バスの屋根に設置

県内の実証事例（2025年度）企業との連携協定(2023年度) 企業との連携協定(2025年度)
<次世代型タンデム太陽電池>



■「商用ＦＣＶ重点地域」に関する取組（県の取組）
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 水素モビリティ社会の実現に向けて、 2025年度、商用ＦＣＶ（トラック、バス等）
の需要創出等を図っていく国の「重点地域」に本県は選定されています。

 県では、関係企業や自治体等が一堂に会するワーキンググループを設置し、商用Ｆ
ＣＶの普及拡大等に向けた取組を進めています。

水素ステーション（イメージ）

▲2025年10月発売
日野自動車
燃料電池大型トラック
「日野プロフィアＺＦＣＶ」

▼2025年10月公開（発売時期未定）
いすゞ自動車・トヨタ自動車共同開発
次世代燃料電池（ＦＣ）路線バス
「エルガＦＣＶ」

いすゞ自動車提供
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■神奈川県地球温暖化対策計画の中間見直しに向けて

2030年度2029年度2028年度2027年度2026年度2025年度

施策の推進（毎年度進捗評価）

削減見通しの精査

温対計画の中間見直し

 精査した削減見通し等を踏まえ、必要に応じた見直しを行います。

 2027年度に予定している本県の地球温暖化対策計画の中間見直しに向けて、
2026年度以降、排出量の状況に加えて、国の施策制度や企業･県民の皆様の取組、
社会情勢や技術革新の動向、更には国際的な枠組みなども踏まえ、専門家の知見
も活用しながら削減見通し等について精査していきます。
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削減見通しの
精査 温対計画

中間見直し


